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１　はじめに

本件は、「遠赤外線放射体」の発明の特許権に基づ

く差止請求に対して、特許請求の範囲の記載中の「平

均粒子径」の意味するところが明確ではないから特許

法36条６項２号の明確性要件を満たしていないとし

て、特許無効の抗弁が認められて差止請求が棄却され

た知財高裁の事例です。

従前から、特許請求の範囲の数値要件の測定条件が

不明確であることが原因で侵害とはされないとして差

止請求等が棄却された事例（例えば、東京高裁昭和

59年１月30日判決「耐衝撃性ポリスチレン」事件）や、

従来より知られたいずれの測定方法によって測定して

も特許請求の範囲の数値範囲を充足する場合でない限

り侵害とはされないとして差止請求等が棄却された事

例（例えば、東京地裁平成15年６月17日判決「マル

チトール含密結晶」事件）がありますが、本件では、

端的に発明の明確性要件を満たしていないとして特許

無効と判断している点に特徴があります。

本件は、特許侵害訴訟はもとより、特許出願時の明

細書の書き方においても大いに参考になる事例です。

第一審判決日は約１年半前ですが、実務上重要な判例

と思われますので、控訴審判決の機会に改めて紹介す

る次第です。

２　特許明細書の記載内容

（１）特許請求の範囲の記載内容

本件特許の請求項１には次の記載があります。

「セラミックス遠赤外線放射材料の粉末と、自然放射

性元素の酸化トリウムの含有量として換算して0.3以

上2.0重量％以下に調整したモナザイトの粉末とを共

に10μｍ以下の平均粒子径としてなる混合物を、焼

成し、複合化してなることを特徴とする遠赤外線放射

体。」（下線は筆者による）

下線部の構成要件が明確性要件を満たしているか否

かが争点となりました。

（２）発明の詳細な説明の記載内容

発明の詳細な説明の記載のうち、本件の争点に関連

する部分は次のとおりです。

「……これらの原材料を粉末として混合し、次いで焼

成することによって焼結し、複合化することによって

製造される。……そのため、特に、遠赤外線放射材料

と放射線原材料はできるだけ細かな粒子の微粉末とす

ることが好ましく、一般に、10μｍ以下の平均粒子

径とすることが好ましい。」（段落【0035】）

「これらの原材料の微粉末化と混合は、好適には、ボー

ルミル等を使用して湿式混合粉砕することによって行

うことができる。」（段落【0036】）

「磁器製ポットをボールミルとして用い、モナザイト

を含む上記の配合の原材料に、略同量の水を添加し、

湿式混合粉砕を24時間行った。次いで、これを取出

して上水を切り、400℃の温度で乾燥させた後、200

メッシュの篩を通した。」（段落【0049】：実施例の一部）

「各種のセラミックス遠赤外線放射材料と、モナザイ

トと、更に陶石とを、上記の配合で磁製ポットに入れ、
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これに略等量の水を加えて湿式混合粉砕し、それらの

原材料の粒子が平均粒子径において約１μｍ程度にな

るまで粉砕し、また混合した。」（段落【0065】：実施

例の一部）

上記のほかは、明細書中に特許請求の範囲の記載を

再掲しただけのものや、単に数値範囲だけのいわゆる

一行記載しかなく、平均粒子径の定義、算出方法、測

定方法に関する記載はありません。

３　第一審判決

（１）被告の主張の概要

被告は、判断理由となった明確性要件を満たしてい

ないとの主張のほかに、構成要件充足性、他の明細書

記載不備、進歩性違反、訂正要件を満たしていないと

の主張をしましたが、誌面の関係上、判断理由となっ

た明確性要件に関する主張のみ紹介します。

被告は、まず、「共に10μｍ以下の平均粒子径とし

てなる混合物」が本件特許発明の重要部であることを

論証したうえで、各種のハンドブック（乙Ａ12 ～乙

Ａ15の４種類）を証拠として提出して、「平均粒子径」

には、種々の測定方法および定義があり、代表径は粒

子の形状やその取り方により異なること、平均粒子径

の算定方法も複数あり、同じ代表径からでも算出値が

異なること、さらに測定方法が異なることを主張しま

した。

さらに、本件特許明細書の実施例について検討を加

え、「200メッシュの篩を通した」では、ふるい目開

きが74μｍのふるいを１回通すことを述べているに

すぎない（段落【0065】は粉砕処理について）、何ら

の実施条件を示すことなく、いきなり約１μｍ程度の

平均粒子径とすることが可能であるかのような記載と

なっており、どのようにすれば「共に10μｍ以下の

平均粒子径」を実現できるか不明であると主張しまし

た。

（２）原告の主張の概要

被告の主張に対して、原告は次のような反論をしま

した。

平均粒子径は、数学的算出方法が慣用手段であるこ

と、および、光学的測定器が市販されており、それを

使用して「平均粒子径」を決定していることは当業者

間には周知の事実である。

「平均粒子径」とは、JIS Ｚ 8901：2006「試験用粉

体及び試験用粒子」で定義されている「粒子の直径の

算術平均値」である。

実施例にはボールミルで粉体化することと、粉体化

処理時間が24時間であることが記載されており、当

業者が実施可能である。

（３）第一審裁判所の判断

裁判所は、まず、学術文献上の記載を詳細に検討し、

１個の粒子の大きさ（代表径）の表し方として、大き

く幾何学的径と相当径（何らかの物理量と等価な球の

直径に置き換えたもの）があり、また、幾何学的径、

相当径のいずれも種々なものがあると述べたうえで、

「抽象的に平均粒子径として特定の数値範囲を示すだ

けでは、それがいかなる算出方法によるものであるか

明らかにならないから、その範囲が具体的に特定でき

ない」と判示しました。

また、原告の「光学的測定器が市販されており、そ

れを使用して『平均粒子径』を決定していることは周

知の事実である」との主張に対して、「平均粒子径の

算出方法及び測定方法には複数あるのであって、市販

されている光学的測定器を使用して平均粒子径を測定

するとしても、複数ある算出方法ないし測定方法から

いずれを選択するかについて、当業者間に共通の理解

があると認めるに足りる証拠はない」と判示しました。

結論として、本件特許は特許法36条６項２号の規

定に違反して特許されたものであり、特許無効審判に

よって無効にされるべきものであると認定し、その余

の争点を判断せずに請求棄却の判決を下しました。

４　控訴審判決

（１）当事者の主張の概要（控訴審で追加した主張）

控訴人（原審原告）は、本件特許出願時（平成８年）

には、レーザー回折・散乱法に基づく測定装置が一般

化しており、レーザー回折・散乱法が平均粒子径の測

定の主流になっていたと主張し、測定装置メーカーの

見解、複数の公的試験機関におけるセラミックス粒子

径測定の実情、学者の見解書などを提出しました。
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（２）控訴審裁判所の判断

控訴審裁判所は、控訴審で追加された控訴人の主張

に対して、次のように判示したうえで、控訴を棄却し

ました。

日本工業規格（JIS Ｚ 8901）には、試験用粒子の

粒径（粒子径）について、「ふるい分け法によって測

定した試験用ふるい目開きで表したもの、沈降法によ

るストークス相当径で表したもの、顕微鏡法による円

相当径で表したもの及び光散乱法による球相当径、並

びに電気的抵抗試験方法による球相当値で表したも

の」のいずれかと定義されており、一義的に特定され

ているものではなく、……レーザー光による光散乱法

による球相当径による測定に一義的に特定されるとい

うことはできない。本件特許出願当時において、当業

者は、レーザー回折・散乱法以外にも、沈降法等のさ

まざまな方法による測定装置によりセラミックスの粒

子径を測定していたと認められ、沈降法が実用性を

失った状態にあったとは認められず、仮にレーザー回

折・散乱法が多く用いられる状態にあったとしても、

当業者の間に、既にレーザー回折・散乱法による測定

装置で計測することが自明であるという技術常識が存

在していたということはできない。

５　考察

本件は、平均粒子径の定義や測定方法が明細書に記

載されていなかったという一事をもって、特許無効審

判で無効とされるべきものとされ、無効の抗弁で権利

行使が認められませんでした。おそらく、明細書の実

施例の欄の冒頭あたりに、平均粒子径の測定方法およ

び平均の算出方法を数行程度記載しておけば、このよ

うな事態にはならなかったでしょう（ただし、本件の

事例に限れば、その他の争点について判断されておら

ず、明細書に平均粒子径の定義・測定方法が記載され

ていたとしても請求棄却となった可能性があります）。

この判例から、「測定方法や算出方法で数値が異なっ

てくるデータは、測定方法や算出方法を明細書中で一

義的に特定できるように記載すべきである」との教訓

が導かれます。本件では「平均粒子径」が問題となり

ましたが、高分子の「平均分子量」、各種表面の「平

均表面粗さ」などの物性値でも同様な問題が生じる可

能性があります。

近年は、各種の測定装置が高機能化しており、測定

者は測定原理を理解せずとも、測定結果の数値を得る

ことができます。このため、普段の開発時に利用して

いるデータが測定方法を詳細に定義しないと特定でき

ないデータであるということを認識していない発明者

がいるかもしれません。したがって、特許担当者は、

出願時に、測定値が一義的に特定できるかどうかを注

意深くチェックすることが重要になるでしょう。
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